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に調査票を配布し，児lli:及ぴその家族の擢思状況を調査した。調査の対象としたのは1，801世帯， 10 ,155 
名である。
2) 別に府下公立小学校235校4 ， 014学級について，両波の流行期間中の学級別日別欠席者数を調査した。
3，調査成績




である。 5 "-'19才，通学関するものの擢思率が高率であるのは， (1 )年令的素因によるのか， (2)生活
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第二波は，第一波よりも J寵患率が低下したが，乙の原因としては( 1 )ウイルスの伝染力が減弱したの






















インフルエンザA/アジア /57の流行は，我がに国においても特異な流行の様相を示したが，著者は 1) 
本流行は第一波では宿主側に抗体がなく，従って流行を支配する因子を解析するのに，免疫の因子を除い
て，宿主と環境の因子だけについて論じうること， 2) 第二波が引きつづき発生し，従って第一波による
免疫の因子が第二波の流行に及ぼした影響を論じることが出来ること，から医学的生態学の立場で流行を
-209-
支配する因子を疫学的に解析しようとした。
調査方法としては，府下小学校児童及びその家族に対し調査票を配布する方法を用いているが，この種
の調査方法では，インフルエンザに擢患した確証の乏しい欠点がある。著者は調査対象を10 ， 155名という
大数を府下全域にわたって取扱うこと，第一波，第二波ともに流行直後に同一対象について調査すること，
によって調査の精度を高め，その欠点を補った。
調査成績としては，流行の様相をとくに生活環境との関係を中心に論じた他，次の結論を得ている。即
ち，著者は， 1) 第一波の流行は，主として生活環境の因子に支配されていたこと，とくに第一波で若年
者が高率に擢患したのは，感受性の年令的素因よりも，生活環境の因子に支配されたものであること，
2) 第二波の流行が比較的小規模であったのは，伝染力が減弱したのではなく，また，個人の免疫効果に
よると考えるよりも，むしろ学級内で集団としての免疫が成立し，学校を媒介とした感染系路がたたれた
ζ とによることを統計的に実証した。
感受性の年令的素因の点については，インフルエンザに関して，かねてから問題とされていたところで
あるが，本調査成績はこの問題の解決に有力な論拠を与えるものと思われる。また，インフルエンザの流
行に生活環境の因子が強く作用していること，第二波の流行が比較的小規模に終った機序を解明した点等
は何れもインフルエンザの流行を理解する上に重要な示きを与えるものである。
著者は，再感染者が著しく多かったことを指摘しているが，このことについては，なお，多くの検討を
要するところであろう。しかし，伺人としては免疫の効果が著明には見られなくとも，集団としては切らか
な効果が見られるとの著者の調査結果は，ひいてはワクチンの効果判定の方法にも関連するものであり，
興味が持たれる。
本研究は，アジア・インフルエンザの流行という適切な機会をとらえ，広範囲な調査を実施することに
より，インフルエンザの流行を支配する因子を解明し，今後の防疫の方針に重要な示きを与えたものとし
て，高く評価されてよいものと思われる。
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